
令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に係る実施事業の効果検証等について

番号 事業名 総事業費（円） 交付金充当経費（円）
事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業概要 実績（実施状況） 事業の効果検証・結果 担当課

1
低所得世帯支援金給付事業（追加交付分）
【物価高騰対策給付金】

232,208,030 229,248,000 R6.1.31 R6.4.30

【令和6年度へ一部繰越（令和7年度効果検証予定）】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R5年度分の住民税非課税世帯　3403世帯×70千円
事務費　　7558千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　その他　として支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯　（3403世帯）

【令和5年度実績】

　R5年度支給実績　3,276世帯

【令和7年度効果検証予定】 福祉事務所

2
串間市低所得世帯支援金給付事業（均等割
のみ世帯）【物価高騰対策給付金】

58,585,855 58,585,855 R6.3.15 R6.4.30

【令和6年度へ一部繰越（令和7年度効果検証予定）】
①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支援を行う。
②住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務費
③給付金額　　R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯等　566世帯×100千円
事務費　　1719千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　として支出]
④R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（566世帯）

【令和5年度実績】

　R5年度支給実績　501世帯

【令和7年度効果検証予定】 福祉事務所

3
串間市低所得世帯支援金給付事業（子ども
加算）【物価高騰対策給付金】

26,424,022 26,424,022 R6.3.8 R6.4.30

【令和6年度へ一部繰越（令和7年度効果検証予定）】
①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R5年度中に給付を行う子供の人数　510人数×50千円
事務費　　1205千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　として支出]
④R5年度中に給付を行う子供の人数　（510人数）

【令和5年度実績】

　R5年度支給実績　431人

【令和7年度効果検証予定】 福祉事務所

4 畜産経営支援事業 19,501,490 19,085,000 R6.1.1 R6.3.31

①飼料費及び光熱動力費など物価高騰の影響を受けており、畜産経営を圧迫し
ていることから、影響を受けている畜産農家の負担軽減を図るため、畜種ごと
に定額助成を行う。
②該当する畜産農家に対する支援費用
③牛　：飼養頭数に応じて支援額を設定し補助　　　　　16,625千円
　養豚：飼養頭数に2,000円を乗じた額を補助　　　　　　1,050千円
　養鶏：飼養羽数/1000羽に10,000円を乗じた額を補助　  1,714千円
　振込手数料　124千円
　その他財源：一般財源　1,113千円
④畜産農家（全160戸）

市内の畜産農家に対して、畜種ごとに頭羽数
に応じて配合飼料購入費用の一部支援を行っ
た。

【交付実績】
　牛　：152件　16,520,000円
　養豚：  3件　 1,050,000円
　養鶏：  7件   1,870,000円
　振込手料　       61,490円

畜産農家に対して、配合飼料購入費用
の一部支援を行うことで、負担軽減に
よる経営安定が図られた。

農業振興課

5
「食」の自立支援・配食サービス実施事業
所物価高騰対策事業

1,057,000 500,000 R6.1.1 R7.3.31

【令和6年度へ全額繰越（令和7年度効果検証予定）】
①物価高騰の影響を受けている配食サービス等（介護保険制度）を実施してい
る事業所を支援するため、配食実績数に80円を乗じた額を補助する。
②配食サービス事業所への事業補助金
③年間配食見込数13,203食×80円
　事業補助金　1,057千円
　その他財源：一般財源　557千円
④配食サービス事業所　4事業所

【令和5年度実績なし】 【令和7年度効果検証予定】 医療介護課

6 水産業物価高騰対策事業 10,867,000 8,600,000 R6.1.1 R7.3.31

【令和6年度へ全額繰越（令和7年度効果検証予定）】
①燃油代、資材等（以下、燃油代等）の高騰により影響を受けている漁業経営
体の負担を軽減するため、令和5年10月から令和6年3月までに購入した燃油代
等の一部（4分の3）を支援する。
②該当する漁業経営体に対する支援費用
③事業補助
　　（燃油分）平均63,064円×98経営体≒6,180千円　（上限20万円）
　　（資材分）購入燃油代の額に応じ上限設定4,600千円　（上限10万円）
　手数料　　440円×98経営体×2（燃油分・資材分）＝87千円
　その他財源：一般財源　3,267千円
④漁業経営体（全98経営体）

【令和5年度実績なし】 【令和7年度効果検証予定】 農地水産林政課

7 生活者支援プレミアム商品券事業 42,794,000 31,800,000 R6.3.1 R7.3.31

【令和6年度へ一部繰越（令和7年度効果検証予定）】
①物価高騰等で負担を強いられている生活者を支援するため、プレミアム付き
商品券を発行する。
②30％のプレミアム分や事業執行に係る事務費
③
　Ⅰ　プレミアム商品券分経費（事業補助金　41,088千円）
　　○100,000千円（商品券額）×30％（プレミア率）＝30,000千円
　　○11,088千円（発行事務費等）
　Ⅱ　事務費（1,706千円）
　　○消耗品費（偽造防止用紙、窓あき封筒など）　371千円
　　○通信運搬費（郵送料）　94円×14,200世帯＝1,335千円
　その他財源：一般財源　9,309千円
④串間商工会議所

【令和5年度実績なし】 【令和7年度効果検証予定】
商工観光スポーツラ

ンド推進課


